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株式会社ユーグレナの紹介

株式会社ユーグレナとは、

2005年12月に世界で初めて
微細藻類ユーグレナ（和名：ミドリムシ）の
屋外大量培養に成功した東京大学発ベンチャー企業
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創業ストーリー

Muhammad Yunus

Nobel Peace Prize(2006)
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食品

株式会社ユーグレナの経営理念とビジネス領域

バイオ燃料

飼料機能性食品

化粧品

経営理念は「人と地球を健康にする」

ヘルスケア領域

エネルギー・環境領域

バイオインフォマティクス領域

遺伝子解析
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当社のSDGsの取組み

ユーグレナ
GENKIプログラム

バイオ燃の
実用化

ASC認証の取得

サスティナビリティー
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36.4

25

7.1

2010年～2016年 2025年目標 （参考）日本

（2010年～2016年）

バングラデシュでは子どもの3人に1人が
栄養不良。長期的な政府の削減目標を
当社が後押し

バングラデシュの栄養問題

栄養状態を良好にする

手頃な健康食への
アクセス

が課題

(％)

出所：THE WORLD BANK, World Development Indicators: Global goals: ending poverty and improving lives、The Second National Plan of Action for 

Nutrition (NPAN 2), 2016-2025より当社作成

バングラデシュにおける
5歳未満の栄養不良の子供の割合
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2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

ユーグレナGENKIプログラム

2014年からバングラデシュにて開始
59校の小学校にて1日当たり約10,000人、
累計600万食を配布

①日本からの協賛（2014年4月～）

対象のユーグレナ入り商品を
1つお買い上げ毎に10円の寄付

②バングラデシュからの協賛（2017年9月～）

現地NGOからクッキー1袋につき5円の寄付

（１日当たり配布人数）

4,500人

7,000人

2,000人

8,200人

9,800人
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ロヒンギャ難民への食糧支援

社員からの寄付400万円を
集め現地へ（2017年12月）

ロヒンギャ難民キャンプへ
ユーグレナクッキー20万食分を運送

クッキーを難民キャンプに届ける様子

ユーグレナクッキー難民キャンプ

クッキーを受け取る難民
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83

6,300

83

13,600

日本 米国

出所：平成26年度石油産業体制等調査研究(バイオ燃料に関する諸外国の動向と持続可能性基準の制度運用等に関する調査)報告書_(株)三菱総合研究所

主要国におけるバイオ燃料導入目標量

日本のバイオ燃料導入目標量はアメリカと
比して低く留まる

（kL）

現状維持

日本

2017年 2022年 2017年 2022年

アメリカ合衆国

2022年、アメリカは
日本の導入目標量の

160倍以上

1億3,600万

6,300万

83万 83万
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出所：ICAO HP及びAVIATION BENEFITS BEYOND BORDERS HP情報より当社作成(※)2018年10月31日時点

：バイオジェット燃料の有償フライトを実施した国

15万回
2011年以降バイオジェット燃料を使用したフライト数

米欧中含めた20ヶ国
バイオジェット燃料の有償フライトを実施した国数

世界のバイオジェット燃料使用状況

有償フライト

日本は0回
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バイオ燃料実証プラント建設の軌跡

2018年11月「GREEN OIL JAPAN」を宣言
2015 2016 2017 2018

2018年10月31日
実証プラント竣工

2017年6月1日
実証プラント建設着工

2017年2月10日
千代田化工建設と
工事等請負契約を締結

2015年5月30日
CLG社と締結契約(※)

2018/102017/11 2017/12 2018/4

(※)CLG(Chevron Lummus Global LLC)との間で、バイオ燃料アイソコンバージョンプロセス技術に関するライセンス契約及びエンジニアリング契約を締結

2015年12月1日
国産バイオ燃料計画を発表

2018年11月2日
GREEN OIL 
JAPANを宣言

2018/7

記者会見の様子
（2015/12/1）

記者会見の様子（2018/11/2）
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『GREEN OIL JAPAN』宣言―日本をバイオ燃料先進国に

2020年に日本初の
有償フライト実現へ

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

2025年に年産25万KLを生産
(国内バイオ燃料導入目標量の4分の1以上)

100万KL/年

125KL/年

25万KL/年
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世界人口と漁獲量・養殖生産量の関係

世界人口の増加に伴い
漁獲量・養殖生産量が共に増大

出所：JAICAF「要約版世界漁業・養殖業白書2016年」、UN, World Population Prospects 2017

世界の漁獲量 / 養殖生産量及び人口増加推移

養殖生産量 漁獲量
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魚介類の消費量/海洋資源枯渇の危機

生活水準の向上により1人当たり魚介類
消費量も増大。養殖生産量の増加も併せて
海洋資源枯渇の危機

世界の1人当たりの年間魚介類消費量

10kg 20kg
約2倍1960年代 2013年

出所：JAICAF「要約版世界漁業・養殖業白書2016年」

生物学的に持続不可能な水準にある水産資源

10% 31%
約3倍1974年 2013年
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ASC認証とユーグレナの取り組み

ミドリムシで

藻類世界初ASC（※）認証申請

出所： ASC事務局エコラベル認証チームの許可を得て、ロゴを掲載
※養殖水産物が持続可能で環境や社会的責任に配慮して生産されたことを認証する制度

• ロンドン・リオ五輪では養殖水産物の調達基準としてASC取得を義務付け
➡2020年東京五輪でも、水産物調達に係る国際基準への準拠が望まれる

• ASCの取得ノウハウを他の国内生産者に共有・展開し、水産物の持続可能な
調達の向上を推進



SDGs/ESGに関する開示

の紹介
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当社におけるSDGs/ESGに関する開示の重要性

個人・その他

(75.8%)

外国法人・外国人

(3.3%)

その他の国内法人

(9.9%)

金融機関（9.6%）
金融商品取引業者（1.3%）

2018年9月30日現在

東証一部上場企業の中でも株主数はトップクラス
SDGs/ESGに関連した事業内容への個人投資家の関心は高い

当社の種類別株主分布状況
東証一部上場企業

株主数ランキング（全2,114社）

2018年11月19日日足ベース。平均株主数は2018年3月末ベース

全銘柄中88位、食料品銘柄中5位

順位 銘柄名 業種 株主数

1 みずほFG 銀行業 1,016,314

2 第一生命HD 保険業 774,028

3 日本郵政 サービス業 720,659

44 カゴメ 食料品 183,262

62 味の素 食料品 130,836

64 キリンHD 食料品 130,325

70 キューピー 食料品 112,695

88 ユーグレナ 食料品 88,074

90 アサヒ 食料品 87,238

（東証一部上場銘柄　平均株主数：21,892）

88,047
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当社におけるSDGs/ESGに関する開示の重要性

安定株主となりうる機関投資家の獲得のため、
SDGs/ESGに関する開示内容を増強中

対アクティブ投資家

• 大口投資家の投資ロット（時価総
額1,000億円程度が投資対象となる
一つの基準）と中小型株の時価総
額のミスマッチ※

• 特定の投資テーマを持つ投資家は
該当企業への投資を積極的に検討

対パッシブ投資家

• 中小型のグロース株を対象とした
パッシブ投資家数が限定的（1銘柄
の値動きがポートフォリオ全体に
与える影響が大きくなるため）

• テーマ型指数の普及によりテーマ
に該当する中小型銘柄は投資対象

• ESG指数への銘柄組込みを目指す
＝公開情報の充実

• ESG投資家の予算枠獲得を目指す
＝特別のIR説明資料

※時価総額1,000億円以上は東証1部上場2,111銘柄中768銘柄（上位36％）、東証マザーズ上場268銘柄中7銘柄（上位2%）のみが該当
（2018年10月時点）

投資家種類別のSDGs/ESGに関する開示方針の背景

• GPIFによるESG指数に基づく運用
の開始

• 機関投資家によるSDGs/ESGに関
する企業との対話ニーズの高まり

社会での
開示強化の
高まり

当社における
IR活動上での
課題認識

開示方針
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アクティブ機関投資家向け IR開示資料の使い分け

通常の投資家向けIR資料

SDGs/ESGに関連する事業/社会的貢献活動の説明を重視

海外ESG投資家向けIR資料
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ESGを意識した情報開示（S&P/JPXカーボン・エフィシエント指数）

特定テーマ（環境）型の国内株指数（GPIF採択）

当社は構成銘柄なるも、環境/炭素情報開示の改善に向け準備中

指数の
コンセプト

TOPIXをユニバースとし、
環境情報の開示状況、
炭素効率性（売上高当た
り炭素排出量）の水準に
着目して、銘柄の構成
ウエイトを決定する指数

SDGsとの
関連性

「7.エネルギー」、
「13.気候変動」への取組、
情報開示を評価

評価方法

公表情報を基に評価
炭素効率性の情報開示を
重視

指数構成
銘柄数

約1,700銘柄
当社も構成銘柄として
選定

出所：東京証券取引所のWebサイトより当社作成

TOPIX構成銘柄

除外基準

• 炭素効率性が
極端に低い

• 環境情報の開示が
十分でない

• ESGリスクに関す
る外部評価が低
い

指数構成銘柄：1,700を選定

ウェイト
調整

①環境情報に
関する十分な
開示の有無

②売上高当た
り炭素排出量
の水準

③産業別の
影響度

銘柄選定と構成銘柄のウェイト調整の方法

• 情報開示不足により構成ウェイトは最低比率
• 開示資料にて環境情報と、炭素情報の充実を

目指す
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ESGを意識した情報開示（FTSE Blossom Japan Index）

総合型の国内株指数（GPIF採択）

指数組入を目指し、ESG評価全般を意識した事業拡大と情報開示を推進

指数の
コンセプト

対象銘柄のESGに関する取
組を絶対評価。
評価が高い銘柄をスク
リーニングし、最後に
業種ウェイトをかけて
ESG総合型指数を算出

SDGsとの
関連性

14の評価テーマを設定
当該14テーマがSDGsの
17ゴールを網羅

評価方法

公表情報を基に評価
（有価証券報告書、統合
報告書、CSR報告書、
Webサイト等）

指数組入候補 509銘柄

指数構成
銘柄数

149銘柄

当社の取組評価領域 14のテーマ

Environment
(環境)

Social
（社会）

Governance
（ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ）

• 気候変動
• 水使用
• 生物多様性
• 汚染と資源
• ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

• 人権と地域社会
• 健康と安全
• 労働基準
• 顧客に対する責任
• ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ

• 企業統治
• 腐敗防止
• 税の透明性
• ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

• バイオ燃料
事業

• ASC認証※
取得

• GENKI
プログラム

• ロヒンギャ
支援

• 社外役員の
登用増

• 反社取引防止
規程の整備

出所：FTSE Russelの公表資料より当社作成
橙色文字は当社重点取組テーマ。ASCは（Aquaculture Stewardship Council）の略


